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1．はじめに
　会計原則審議会（Accomting　Prinicples　Board．以下，APBと略称）
は，1970年3月，意見書第19号（0piniOn　N0・19・）・「財政状態の変動
に関する報告」　（RepOrting　Changes　in　Financial　POsitiOn）1）を発表
した。それは，企業が貸借対照表と損益計算書を開示するときはいつも，
資金計算書をも基本的な財務諸表として開示すべきであると要求するとと
もに2），その一般的指針を提示した。それによると，資金計算書は，その
形式・内容については作成者の任意に委ねながらも，現金または運転資本
概念の変動を中心に，すべての財務および投資活動を明示する「財政状態
変動計算書。　（以下，「計算書。と略称）である3）。
　さて，アメリカの公表財務報告制度は，APB意見書第19号（以下，＜第
19号＞と略称）の発表を契機に，会計情報の拡充化による新しい段階を迎
えるに至った。このような情況にさいして，＜第19号＞は実際にどのよう
注1）APBOpinionNo・19，“Reporting　Changes　in　Financial　Posit｛on，”
　　AICPA・Mar・ユ971・（Joumal　of　A㏄ount帥cy，Juneユ97工，PP・69－72．）
　　訳出は，中村萬次著，『資金計算書論。国元書房刊，昭和48年，261－276頁に
　　従う。
　2）　Ibid・，ParagI＝aph　7．
　3）Ibid．，paragmph8．なお詳細は，拙稿「APB意見書第19号の資金計算書の
　　考察」，「阪南論集■第11巻第5号，45－61頁を参照されたし。
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な影響を及ぽしたのであろうか。それらの諸勧告はどのように受けとめら
れたのであろうか。これらは資金計算書実務の国際的段階を前にして大変
に興味ある問題である。
　ウォーレン氏（Robert　L．Warren）は，これらに焦点をあて，すでに
調査研究を行い，その結果を，氏の学位論文「APB意見書第19号にもと
づく財政状態の変動の開示についての批判的考察と“資金の流れ”に関す
る情報の有用性。の中で，発表しナこ4〕。
　したがって，本稿では，資金計算書の11〕開示，（2〕標題，13〕概念，14〕形
式，15臓価償却費の表示法，16燵転資本の各要素別変動の開示の6項目に
関して，ウォーレン氏の実態調査にもとづき，前記した二問題の検討を行
い，その問題点を指摘し，若干の私見を述べたい。
2．調査対象
　ウォーレン氏の調査は次の二項目にわたってなされた。
　　〔A）：1970年と1971年の外部報告についての実態調査5〕一以下，
　　調査〔A〕と酪称。
　　〔B〕：財政状態変動の開示に関する，財務諸表の作成者と利用者の
　　意見調査6L以下，調査〔B〕と略称。
　まず調査〔A〕は，1970年と1971年の年次報告書　（Annua1Report）
を対象になされた。年次報告書の収集は，FMoody’s　Industrial　Manua1．
1970年版」からの3500社を母集団とし，任意標本抽出法（random　samp
ling　techniques）によって選択された443社にたいしなされた。その収集
注4）Robe正t　L・Wanen，“A　CIiticaI　Exmimtion　of　Extemal　RePorting
　　Ch帥ges　in　Fin副11cia1Positio皿with　Emphasis　o皿the　Impact　of　Acco－
　　unting　Pri1lciples　Board　Opinion　No．19　and　on　the　Usef1ユ1ness　of
　　FFunds　Flow」Information，1973．”Unpublished　Doctor’s　dissertation，
　　U血iversity　of　Arkansas．
　5）　6）　Ibid”PP・40－60，　61－94・
率は高く，83．1パーセント，368社の年次報告書が収集された。収集され
た年次報告書の会社規模は，1971年の帳簿価値の純資産額を基準に分類す
れば，＜表1＞に示すとおりである7）。
　　　　　　＜表1＞．会社．．規．．摸＿．
　　総資産額．　　　　　　数．．
A－500百万ドル以上・…・　　　　　　52
B－100～499百万ドル・・　　　　　　84
C－30～99百万ドル・・…　　　　　　104
D－10～29百万ドル…・　　　　　　83
E－10百万ドル未満・‘…　　　　　．．＿些．
　合　　　計　　　　　　　　　　．368
．、．互＿
14．1％
22，8
28，3
22，6
12．2
100．O％
　そして調査〔B〕は，財務諸表作成者として，トップ500社のコントロ
ーラーと，財務諸表利用者として，合衆国の大銀行300行の貸付業務の副
責任者（vi㏄・presidents　in　loan　administratiOn）と公認の財務分析者
（chartered　financia1analysts．以下，CFAsと略称）500人を対象とし，
質問用紙を送付することでなされた。その結果，」コントローラーから288
枚，CFAsからは165枚，銀行から178枚の質間用紙が回収された。したが
って，総回収枚数631枚の質問用紙になされた各応答が対象となった。
3．開　　示
　＜第19号＞は，貸借対照表や損益計算書とともに，資金計算書の開示を
強制した。
　調査〔A〕によれば宮〕，　「計算書」を開示した会社は1970年には368社
のうち347社，94．3パーセントにも達しており，残りの21社が「計算書。
を開示しなかった。この開示しなかった会社を規模別に分析すれば，21社
注7）Ibid・，P・44．
　8）　Ibid・，PP・43－45・
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のうち20社が総資産額100百万ドル未満の規模の会社であり，そのうち9
社は10百万ドル未満の規模の会社であることがわかった。このことから，
APB意見書第3号の勧告の線9〕に従わなかった会社の大部分が小規模な会
社であることが理解されよう。他方，1971年には368社の全社が＜第19
号＞に従って「計算書。を開示した。
　また調査〔B〕の「計算書。の開示する情報の有用性に関する調査結果
によれば10〕，作成者の約4分の1と利用者の約17パーセントが開示の強
制に反対しているとはいえ，ほとんどの作成者と利用者が「計算書。の開
示の強制に同意している。
　これらの結果から，＜第19号＞の勧告は広く一般に受け入れられたよう
である。しかし注目すべきことは，調査〔B〕によれば，作成者と利用者
の約過半数が，「計算書」の情報は経済的意思決定には一助とはなるが，
欠かせないものではないと指摘する。このことから，ウォーレン氏は，作
成者と利用者が貸借対照表や損益計算書と同程度には資金計算書は重要で
ないと思っているか，それともその情報を貸借対照表，損益計算書やその
の他賢料から獲得することの可能なものと思っているのかも知れない，と
指摘する11）。　しかしどちらにしても，これは使用される資金概念と提供
される情報の内容とに関連する問題のようである。
　　　4．標　　題
＜第19号＞は標題に関して，　その目的と内容とに合致するようにと，
注9）APBOpinion　No・3，“TheStatementofSou正㏄mdApPlicationof
　　Funds”・AICPA・Oct・，1963．（Accounting　Research　Study　No．7，Inve－
　　ntory　of　Genera11．，Accepted　Accou血ting　Principles　for　Business
　　Ente正prises・by　Paul　G正aay・AICPA・1965・），　日本公認会計士協会国際委
　　員会訳，「AICPA会計原則総覧。，日本公認会計士協会刊，昭和4年，190－
　　197頁。APB意見書第3号は補足的財務諸表としての資金計算書の掲載を奨励
　　はしたが強制しなかった（paragraph8）。
　iO）Robert　L．Warre皿，op．cit。，pp．77－79．
　11）　Ibid・，P．79・
「財政状態変動計算書・に限定して勧告したユ2）。
　調査〔A〕・＜表2＞によれば1ヨ），会社規模と使用された標題との間
にはなんら関連はなさそうである。そして1970年には，意見書第3号の影
響を受けて，368社の約60パーセントが　「Statement　of　SOurce　and
Application　of　Fmds。という標題を使用した工4〕。他方1971年には，95
　　　　　　　　　＜表2＞＿使用された標揮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1970　　　　　　　　　　1971
　標題　　　　　　　　　二数＿　窒＿．＿数＿．＿％
St乱tement　of　Soufce　and　ApPlication　of　Fu皿ds…204　58．8％　　12　　3．3％
Statement　of　Cha1lges　in　Finmcia1Position……　　7　2．0　　350　　95．1
Statement　of　Sources　and　Uses　of　Funds……　42　12．1　　　0　　　0
Statem㎝t　of　Changes　in　Working　Capital……　29　8．4　　　0　　　0
0ther　Titles　Denoting　Wo正king　Capital一…・26　7，5　　　2　　　5
An　Other　Titles・…・・………・……一・………・・…一　39　11，2　　　　4　　1．1
合　　　　計 ＿理100。坐368100．O％
パーセント以上の会社が＜第19号＞に従って，　「Statement　Of　Changes
in　Financia1Position」という標題を使用した。
　この結果から，勧告された標題が一般に広く同意されたと判断するのは
早計かも知れない。なぜならば調査〔B〕＜表3＞によれば15〕，コント
ローラーのような作成者は勧告にある標題を選好する傾向にあるのにたい
し，銀行や財務分析者のような利用者は　「Statement　of　Sources　and
注12）APB　Opinion　No・19・Parag正aph8・
　i3）Robent　L・Wamn，oP・cit・・P・46・
　14）意見書第3号によれば，計算書の標題はできるだけ内容を叙述したものとす
　　ぺきで，すぺての場合に同一である必要はない。その例として，意見書は，
　　「Statement　of　Resources　Provided　and　Applied」，　「Statement　of
　　Sour㏄and　ApPlicatio口of恥血ds。を示した（APB　Opin｛on　No・3，Par－
　　agraph11）　o
　15）Robert　L・Waπ㎝，op・cit・，P・70・
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＜表3＞ a．Statement　of　Somces　and　ApPlications　of　Fu口ds
b．Statement　of　Chamges　in　Financial　Position
c．Fullds　Statement
d．Summary　of　InTesti皿g　and　Fil1ancing　Operatio皿s
e．Other－Please　specify
標　題
　a
b
　C
　d
　e
　x
合汁
　　　　　　　＿璽＿．2＿＿選好
銀．＿征＿＿．．＿．．＿CFAs
　　　　％…．　数　　　笠＿
101　　　　　56．7％　　　　112％　　　　68．O％
48　　　　　27．0　　　　　　　22　　　　　13，3
　6　　　　　3，4　　　　　　5　　　　　3．0
18　　　　　10．1　　　　　　21　　　　　12，7
　3　　　　　1，7　　　　　　3　　　　　1，8
　21，1　21．2178　　　　　100．0％　　　　　165
．．．．工と上．巳二．え二
＿＿歎．．」．．＿％．
　76 　　　　26．4％
　186　　　64，9
　　8　　　　2．8
　　1　　　　－O－
　11　　　3，8
　　6　　　2．1
　288　　　　100．O％
ApPlication　of　Funds」　という標題を選好する傾向にあるからである。
このことに注目して，ウォーレン氏は，利用者は「計算書」が財政状態変
動計算書という標題の示唆するようなたんなる貸借対照表と損益計算書と
の調整以上の機能を果すものと考えているのかも知れない，と指摘する16）。
おそらく元来，特定目的のための資金計算書の利用者にとっては，財政状
態変動計算書という標題から受けるイメージに合わないのかも知れない。
5．概　　念
　＜第19号＞は資金の概念に関して，現金または運転資本概念を中心とす
る「一つの広い概念」なる抽象概念を勧告した17〕。
　調査〔A〕・＜表4＞によれば18〕，運転資本概念を使用した会社は，
注16）Ibid・，P・71．
　17）　APB　Opi皿ion　No・19，Paragmpl18．
　18）Robert　L．Warr㎝，op．cit．，P．47．
1970年には94パーセント以上であり，1971年にはほぼ全社の96パーセント
以上にも達したのである。これにたいし，現金概念または現金等価物概念
を使用した会社は，1970年には約5パーセントであり，1971年にはわずか
4パーセントにも達しないのである。したがって，ほぼ全社が＜第19号＞
に従っていると結論するには問題はないと思われる。しかし現金概念か運
転資本概念かの二者択一的な選好については，調査〔B〕との関連におい
て，簡単に結論するわけにはいかないように思われ孔
　　　　　　　　　＜表4＞．．．．」史用された資金概怠＿＿一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ970　　　　　　　　　　　　　　1971
．．極．．、．．L．盆
　現金一川・・
現金と市場性ある有価証券…
運転資本一・…
その他の資金概念……・・・・・…
　　合　　　　計
数＿＿　　％　　　数＿＿　＿．％
　82．3％　7　1．926
　10　　　　2，9　　　　　　5　　　　　1．4
・・327　　　94．2　　　　　354　　　　96．2
　2　　　　6　　　　　2　　　　　5
　　　一リ些隻＿」塾一．巡・堕
　けだし調査〔B〕・＜表5＞によれば19），作成者と利用者との問ではそ
の選好する傾向がまったく逆呈こなっている。作成者は運転資本概念を，利
用者は一般に狭義の資金概念を，各々において選好する傾向がみられる。
このことはウォーレン氏も指摘するように，利用者は明らかに現金情報の
有用性を認識し，この開示を期待している。この意向にたいし，作成者は
この現金情報を開示したがらない傾向にあると思われる。20）
注19）Ibid．，P．75．
　20）　Ibid．，P．76．
21）APBは，意見書第3号と第19号において，特に第19号では，キャッシュ・フ
　　ローという用語によって，営業から生じた金額として表示することを禁止し，
　　またどちらにおいても，その独立統計とくに1株「『りのキャッシュ・フローの
　　表示を避けるように勧告した。　それらは従来の収益力の尺度としての純利益に
　　まさるとの誤解を招く恐れが大きいというのである（Opi皿io皿No・3，pa閉gr－
　　arh7．Opinion　No．19，Paragraph15．）o
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＜表5＞　a、キャッシュ・フロー
　　　　b・現金と市場性ある（短期的）有価証券のフロー
　　　　C・当座資産フロー（現金，市場性ある有価証券，受取勘定）
　　　　d．運転資木フロー
　　　　e。その他の資金概念
　　　　　　　　　　資金概念の選好
　　　　　　　銀行　CFAs　コントローラー
資金概念
a
b
C
d
e
工
合　　計
数　　　　％　　　　数
80　　　　　44．9％　　　　　69
　3　　　　1．7　　　　17
11　　　　6．2　　　　13
70　　　　　39，3　　　　　　　54
－O一　　　　　　一0一　　　　　　一〇一
14　　　　7．9　　　　12
178　100・O％．L．＿コ埋
　％　　　　数　　　　％
　41．8％　　　　　44　　　　　15．3％
　1O．3　　　　　　　21　　　　　　7．3
　7，9　　　　　7　　　　2，4
　32．7　　　　　　193　　　　　67．0
　－O－　　　　　2　　　　　．7
　7．3　　　　　　21　　　　　7．3
」以晩＿型蔓．＿』四．晩
　したがって，年次報告書における現金概念の使用が極端に少ないとはい
え，情報の有用性の観点からみれば，現金概念か運転資本概念かという問
題は，終始一貫して，キャッシュ・フローに関する統計表を止揚してきた
APBにとっては，今後も検討を必要とする問題のように思われる21）。
6．形　　式
　＜第19号＞は形式に関し，「計算書」が純利益修正法かその代替法とし
ての総収入法によって「営業活動から生じた資金。を表示さえすれば，そ
の他の形式については企業の自由裁量に征せる，と勧告した22〕。
　調査［A］・＜表6＞によれば23〕，1970年には形式に関する選好は明ら
かではない。ただ報告式（残高式・照合式）が選好されていることは明ら
かである。なぜならば，貸借平均式，残高式，照合式のそれぞれが約3分
注22）APB　Opi皿ion　No・19，Pa正agraph9，10，11，
　23）Robe正t　L．War正en，op．cit．，P．49．
　　　　　　　　　　＜表6＞　資金計算書の形式
　　　　　　　　　．．．貸性平均式．．＿＿＿残＿．阻．一式．L一．　膣合丈
会社去皐模　　　　　　　＿．1970　　　．＿ユ97！、．　　」．！皇7ρ、　　．　！2ヱし．　　　1970　　　L1971
　A……　　　31．4％　19．2％　43．1％　59．6％　25．5％　21．2％
　B……　　　28，6　　21，4　　45，2　　63，1　　26，2　　15．5
　C・・・…　　　33，7　　22．ユ　　38，7　　57，7　　27，6　　20．2
　D…・…　　　42，3　　24，1　　24，4　　56，6　　33，3　　19．3
　E……　　　　　　　2p．0　．．亘しg＿＿6……j2　　22，2　　11．1
平　均　　　．盟4多　2u堕　．過9％．．Oq．4室＿27■％　17．晩
の1の割合で選好されているからである。　これにたいし，1971年には，
＜第19号＞が企業の自由裁量に任せると勧告したにもかかわらず，残高式
が60パーセント以上の会社によって選好されてい孔その理由については，
この調査からは明らかでない。しかしウォーレン氏によれば，次のような
説明がなされている24〕。
　結論的にいって，それは＜第19号＞の影響によるものであろう。なぜな
らば，＜第19号＞は基本的には「計算書・において運転資本の各要索の変
動に関する開示を勧告（次節7を参照）した。その結果，「計算書」に記
載される最終項目は通常，運転資本の増減である。　それは残高式による
「計算書」に計上される残額と一致するからであ孔
　　　　7．減価償却費の表示法
　＜第19号＞は減価償却費の取扱いに関し，基本的には純利益修正法によ
るものとし，代替法として総収入法を認めると勧告した25㌧
　調査［A］・＜表7＞によれば26），会社規模にかかわらず，それぞれの
会杜が＜第19号＞に従って表示している。とくに減価償却費を資金の源泉
注24）Ibid．，P．48．
　25）　APB　Opinion　No．19，Paragmph1O．
　26）Robert　L．Warr㎝，op．cit．，P．50．
　27）　Ibid．，P，51．
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　　　　　　　　　　　＜表7＞　減価償却費の処理
　　　　　　　　　　　　　　利益と調整．している
　　　　利益と調整しないで適切な説明してホ適切な説明をしな
　　　　独立に表示している表示している　　いで表示している　　その他榊
会社規模　1970　　1971　　1970　1971　　19迎、＿」＝坦1　」一970，191し．、
　A29．4％3．8％23．5％55．8％45．1％4014％2．O％…％
　B20．21，235，769，042，929．81．2
　C19．41，938，866，339，830．82．01．0
　D21．84，833，371，144，924，1
　E25．O＿＿＿．且3＿＿＿且■．＿＿ZL1＿＿．葦……．一主．．一＿η、寧．＿二二二．．．．．、．み之＿
平均＿22，2窒．＿3ユ5五、型．9％＿処；窒41．7％＿28．寧窒．L助．．5％
＊　たとえば，「運転資本を必要としない費用」というように，勧告に従っだ表境め
　　もの。
＊‡流出あるいは正味の営業活動から生じた運転資本，という表現により，減価償却
　　費が表示されていないもの。
の部に独立に表示した会社が著しく減少していることは注目されるべきで
ある。減価償却費を利益と調整しないで独立に表示した会社は，ヱ970年に
は22パーセント以上もあったが，1971年にはわずか4パーセントにも達し
ないのであ孔これにたいし利益と調整し，しかも勧告に従って，「運転
資本を必要としない費用」のように適切な説明による表示をおこなった会
社は，1970年には35パーセントたらずであったが，1971年にはなんと3分
の2以上にも達している。
　したがって，全般的には＜第19号＞は多くの会社によって適切に受け入
れられているように思われる。しかし注目されるのは，ウォーレン氏が指
摘するように，大規模会社の多くが逆にその勧告を受け入れようとしない
傾向にあることである。このことは，資本の有機的構成に係るものなのか，
それとも大企業の臼立性によるものなのか，どちらにしても資金計算書の
目的および機能に関連するところの興味ある結果である。
8．運転資本の各要素別の変動の開示
　＜第19号＞は運転資本の各要索別の変動の開示に関して，「運転資本の
流れが，資金計算書に開示されると否とを問わず」，そのことは「当該計
算書あるいはそれとの関連表のいずれかにおいて適切に開示すべきであ
る。」と勧告した28〕。
　調査［Aコ・＜表8＞によれば29），運転資本の各要素別の変動（あるい
は運転資本明細表）を開示している会杜は，すでに1970年にも約4分の1
にも達しており，1971年にはなんと95パーセント以上にも達してい孔し
かもそれらのほとんどが「計算書。の一構成要素として開示されている。
　　　　　　　　　　　　　運転資本の各要素別の変動　　　　　　　　　＜表8＞　　　　　　　　　　　　　の開示の方法
　　　　　　　　　　　　開　示　し　て　い　る
会社規模
　A
　B
　C
　D
　E
平　　均
計算書の中で
＿工g皿＿」＝処」
　1517％　　　92．3％
　28，6　　　92，8
　24，5　　　　　94，2
　21，8　　　　　94，0
　13，9　　　　　86．7
．245％　坦．ヱ望
その他の場所で＊　　開示していない
1970　　　　　1971　　　　　1970　　　　　1971
2．〇一％　　　　5．8％　　　82．326　　　1．9％
1．2　　　　　1，2　　　　70．2　　　　　6．0
1．0　　　　　2，9　　　　74．5　　　　　2．9
　　　　　2，4　　　　78．2　　　　　3．6
　　　　　4．4　　　　861　　　　　8．9
　．9％　童，堕　　76．6％　．4．3％
　　　＊・計算書・外の独立計算書あるいは脚注において開示しているもの。
　しかし調査［B］・＜表9＞によれば30〕，作成者の約3分の2と利用者の
約43パーセントが，＜第19号＞の強制的開示に同意を示してはいないし，
作成者の約3分の1が，その要件は財務諸表に不必要な細目を言己載するだ
けであろうと指摘する。
注28）　APB　Opinion　No．19，Pamgraph12．
　29）Robert　L．Warr㎝，op．cit・，P．52．
　30）　Ibid・，P，81．
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＜表9＞
質＿上
a
b
C
工
計
a・財務諸表における意味ある情幸艮であろう。
b・意味ある情報でもあるし，そうでないかも知れない。
　この開示は，公正な開示が必要なときだけにさなれるべきである。
C、財務諸表に不必要な細目を記載するだけである。
　　運動資本の各要素別の変動の開示に対する選好
　　　　銀行　CFAs　コントローラー
　　　　数　　　　％　　　　数　　　　％　　　　数　　　　％
　　　　91　　　　　51．126　　　　　99　　　　　60．1％　　　　106　　　　　36．8％
　　　　78　　　　　　43，8　　　　　　　55　－　　　33．3　　　　　　　93　　　　　　32，3
　　　　　84，5　84．8　8730．2
　　　　　1　，6　31．8　2　，7
　　　　17竺．．．100．O堕一一」亙一100．晩　　巡．．一100．晩
　したがって，ウォーレン氏は，「とくにコントローラーは比較貸借対照
表の通常の開示を主張した。」との，彼らからのコメントを指摘し，運転
資本の各要素別の変動のいかなる場所への開示も不要だと結論するヨユ〕。
しかし，資金計算書の形式が残高式による場合には，残高式の特徴をより
生かす意味にも，また情報の有用性を高める意味にも，当該資金概念の明
細表を開示することのほうが適切ではないだろうか。ただ＜第19号＞のよ
うに，運転資本の岨細表だけに眼定したその開示を強制することは適切な
ことではないように思われる。
9．おわりに
　以上，APB＜第19号＞の影響とその受け入れられかたについて，ウォー
レン氏の実態調査にもとづいで検討してきた。その結果，＜第19号＞の勧
注31）Ibid・・p・80一たとえば，次のコメントがよせられている。「この要件は絶対
　　に不必要である。。運転資本”という用語を理解している者ならば，公表された
　　貸借対照表から運転資本の変化をしごく簡単に作成することができる。」
　　（Ibid”P■80、）　。
告の大部分が広く一般に受け入れられていることが理解される。しかし，
問題の大部分が資金計算書の内容と形式にあることもまた理解される。し
たがって，最後にそれらの問題点を指摘し，若干の私見を述べたい。
　まず内容についての問題点は，現金情報か運転資本情報かの二者択一に
ある。これは＜第19号＞が現金または運転資本を中心とする「一つの広い
概念」という抽象的概念を勧告したことにも起囚する。ウォーレン氏は利
用者の見地から，結論として，「APBは，財務諸表の利用者が現金情報
を選好していることを認識し，現金または現金等価物概念が“計算書”に
おいて強調されることを要求すべきである。」と，現金情報を採択し，そ
の理由として，「そのことは利用者の必要とする情報に適合するし，外部
報告における統一性と比較性をもたらすからである。」と，指摘する33〕。
　たしかに，利用者が現金情報を選好する傾向にあることは，1954年のケ
ンプナー氏　（Jack　J．Kempner）の調査においても明らかにされている
し34），1960年代にはその選好が増加しつつあることも，アメリカ公認会
計士協会の調査において明らかにされている35）。しかしだからといって，
現金情報が「計算書。において強調されるべきだとは断言しがたい。なぜ
注32）残高式によれば，運転資本の増減金額は，調達された資金の合計金額と使用
　　された資金の合討金額の差額として，結果的に導かれる。それは貸借平均式に
　　よるところの運転資本の増減を資金の源泉あるいは使途として表示する矛盾を
　　とり除くことを可能にする。そして運転資本の増減は，資金計算書に運転資本
　　明細表を付属せしめることにより照合することができるのである　（染谷恭次郎
　　著，「増補，資金会計論・中央経済社刊，昭和48年280頁）。
　33）Robert　L　Warren，op・cit・，P・96．
　34）杣稿「Jack　J．ケンプナー氏，資金運用表の実証的研究。の（3）→「阪南論
　　集・阪南大学刊，第10巻第2号と，　（4）→『阪南論集・第10巻第4号を参照の
　　こと。
　35）AICPAの調査によれば，1960年度においてキャッシュ・フローを表示した会
　　社は，金融機関以外の株式会社600社のうち61社であったのにたいし，1966年に
　　は600社のうち168社に増加している（中村萬次著，前掲書，263－264頁）。
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ならば，＜表5＞によれば，利用者の選好が現金情報に圧倒的ではないか
らである。どちらかといえば，運転資本情報を軽視するほどにはそれへの
選好は少なくはない。要するに，利用者と作成者，利用者同士，それぞれ
において意見は一致していない。問題は，いかなる経済的意思決定にはい
かなる情報が適切であるのか，という問題の解決にある。したがって，こ
の問題が解決されないかぎり，現金情報か運転資本情報か二者択一の選択
を決定するのは困難である。しかし，この問題は簡単に解決されるもので
はなさそうである。このような理由から，われわれは両概念を中心とした
財政状態の変動が一つの「計算書。において左右対照に開示される方法を
提言したい。
　最後に，形式に関する問題点は，残高式か照合式かということと，運転
資本明細表を開示するかしないか，という二点にある。両者は相対的な問
題であって，残高式が採択されるならば，前言己したように，明細表は年次
報告書の一部に開示されるべきであるし，照合式が採択されるならば，明
細表は開示されなくてもよいのではなかろうか。なおわれわれが提言した
ように，ひとつの「計算書・において，現金概念と運転資本概念を中心と
した二つの情報が開示される場合には，明細表は開示されずに，比較貸借
対照表を開示することの方が，簡明さの観点から適切であろう。
